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株主各位
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　 　 証券コード　1950

　 　 平 成 22 年 ６ 月 ８ 日

株 主 各 位　 　

　 東京都台東区池之端一丁目２番23号

　 日 本 電 設 工 業 株 式 会 社
　 代表取締役社長 井 上 　 健

第68期定時株主総会招集ご通知

拝　啓　ますますご清栄のこととお喜び申しあげます。
さて、当社第68期定時株主総会を下記のとおり開催しますので、ご

出席くださいますようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使する

ことができますので、後記の株主総会参考書類をご検討くださいまし
て、お手数ながら同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表
示いただき、平成22年６月24日（木曜日）午後５時30分までに到着す
るよう、ご返送いただきたくお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日　　　時 平成22年６月25日（金曜日）午前10時
２．場　　　所 東京都台東区池之端一丁目４番33号
　 東天紅上野店　平成ホール
３．会議の目的事項
報 告 事 項 １．第68期（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）事業報

告、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表報告の件

　 ２．第68期（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）連結貸
借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連
結注記表ならびに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査
結果報告の件

決 議 事 項 　
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役１名選任の件
第３号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

以　上

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出

くださいますようお願い申しあげます。
なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正

が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　
http://www.densetsuko.co.jp/）に掲載させていただきます。
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（添付書類）　
　

事　 業　 報　 告
（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）

　

１．会社の現況に関する事項
(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及びその成果

　当期の国内経済は、国の経済対策及び輸出の増加により持ち直しの動き

がみられましたが、雇用情勢の悪化や海外景気の下振れ懸念、金融資本市

場の変動やデフレの影響などにより厳しい状況で推移しました。当建設業

界における受注環境は、企業収益の悪化により民間設備投資は減少し、公

共投資も低調で厳しい状況となりました。

　このような状況の中で、当社は営業体制の強化を図り、全社を挙げて新

規工事の受注確保に努めました結果、当期の受注工事高は1,208億円（前期

比90％）となり、完成工事高は1,226億円（前期比99％）となりました。

　利益については、工事原価低減及び経費の節減等を始めとする恒常的利

益体質への基盤強化施策を推進しました結果、経常利益は80億73百万円（前

期比132％）となりました。また当期純利益は45億77百万円（前期比125％）

となりました。

　

部門別の状況は次のとおりであります。

　

鉄道電気工事部門

　

　当期は、主な得意先である東日本旅客鉄道株式会社を始めとするＪＲ各

社、鉄道・運輸機構、公営鉄道及び民営鉄道などに対して組織的営業を積

極的に展開し受注の確保に努めました結果、新鶴見・横浜間信号設備改良

工事、片町線木津・鴫野間外電気設備新設工事、吹田貨物ターミナル駅（仮

称）信号設備新設工事及び巣子駅構内外４箇所電車線設備取替工事などの

受注により受注工事高は670億円（前期比93％）となりました。

　完成工事高は、東北縦貫線東京・秋葉原間支障電車線路改良工事、姫新

線播磨新宮・上月間電気設備新設工事、東北新幹線八戸・新青森間電車線

路新設工事及び新宿線坂町変電所変電設備更新工事などが完成しましたの

で698億円（前期比108％）となり、次期への繰越工事高は431億円（前期比

94％）となりました。
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一般電気工事部門

　

　当期は、厳しい受注環境のもと顧客指向に基づいた積極的な営業活動を

展開し受注の確保に努めました結果、（仮称）竹田綜合病院総合医療セン

ター新築電気設備工事、浜名湖カントリークラブ太陽光発電設備工事、（仮

称）健康福祉プラザ新築電気設備工事及び宝山工場新築電気設備工事など

の受注により受注工事高は330億円（前期比81％）となりました。

　完成工事高は、アピア電気設備改修工事、台東リバーサイドスポーツセ

ンター体育館大規模改修電気設備工事、東京製鐵田原工場防災設備工事及

び博多デイトスリニューアル電気設備工事などが完成しましたので326億円

（前期比85％）となり、次期への繰越工事高は348億円（前期比101％）と

なりました。

　

情報通信工事部門

　

　当期は、厳しい受注環境のもと全国的な受注拡大を図り積極的な営業活

動を展開し受注の確保に努めました結果、山口管内地下道監視設備工事な

どの受注により受注工事高は207億円（前期比99％）となりました。

　完成工事高は、港区ＩＭＴ基地局設置工事などが完成しましたので191億

円（前期比100％）となり、次期への繰越工事高は93億円（前期比122％）

となりました。

　

区　分
　
部門別

前 期

繰越工事高

当 期

受注工事高

当 期

完成工事高

次 期

繰越工事高

　 百万円 百万円 百万円 百万円
鉄 道 電 気 工 事 45,894 67,082 69,816 43,160

一 般 電 気 工 事 34,502 33,024 32,677 34,849

情 報 通 信 工 事 7,635 20,787 19,121 9,301

そ の 他 － － 1,064 －

計 88,032 120,894 122,679 87,311

（注）１．不動産の賃貸・管理等は、「当期受注工事高」には金額が含まれておりません。

２．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

３．消費税等抜きで表示しております。
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当期中の受注工事の主なもの

得 意 先 名 工 事 名

東 日 本 旅 客 鉄 道 ㈱ 新 鶴 見 ・ 横 浜 間 信 号 設 備 改 良 工 事

東 日 本 旅 客 鉄 道 ㈱ 新 古 川 変 電 所 外 変 電 機 器 更 新 工 事

西 日 本 旅 客 鉄 道 ㈱ 片 町 線 木 津 ・ 鴫 野 間 外 電 気 設 備 新 設 工 事

（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構 吹田貨物ターミナル駅（仮称）信号設備新設工事

Ｉ Ｇ Ｒ い わ て 銀 河 鉄 道 ㈱ 巣 子 駅 構 内 外 ４ 箇 所 電 車 線 設 備 取 替 工 事

㈶ 竹 田 綜 合 病 院 （仮称）竹田綜合病院総合医療センター新築電気設備工事

浜 名 湖 カ ン ト リ ー ク ラ ブ 浜名湖カントリークラブ太陽光発電設備工事

堺 市 （仮称）健康福祉プラザ新築電気設備工事

㈱ サ ン ・ ジ ャ パ ン 宝 山 工 場 新 築 電 気 設 備 工 事

国 土 交 通 省 山 口 管 内 地 下 道 監 視 設 備 工 事

　

当期中の完成工事の主なもの

得 意 先 名 工 事 名

東 日 本 旅 客 鉄 道 ㈱ 東北縦貫線東京・秋葉原間支障電車線路改良工事

東 日 本 旅 客 鉄 道 ㈱ 東 北 新 幹 線 八 戸 駅 信 号 設 備 改 良 工 事

西 日 本 旅 客 鉄 道 ㈱ 姫新線播磨新宮・上月間電気設備新設工事

（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構 東北新幹線八戸・新青森間電車線路新設工事

東 京 都 交 通 局 新 宿 線 坂 町 変 電 所 変 電 設 備 更 新 工 事

札 幌 駅 総 合 開 発 ㈱ ア ピ ア 電 気 設 備 改 修 工 事

台 東 区 台東リバーサイドスポーツセンター体育館大規模改修電気設備工事

東 京 製 鐵 ㈱ 東 京 製 鐵 田 原 工 場 防 災 設 備 工 事

博 多 タ ー ミ ナ ル ビ ル ㈱ 博 多 デ イ ト ス リ ニ ュ ー ア ル 電 気 設 備 工 事

ド コ モ エ ン ジ ニ ア リ ン グ ㈱ 港 区 Ｉ Ｍ Ｔ 基 地 局 設 置 工 事

　

②　設備投資の状況

　当期中の設備投資は、東京都大田区の事務所用ビル建設及び名古屋市中

村区の賃貸用ビル建設等であります。

　

③　資金調達の状況

　当期中に増資等による資金調達は行っておりません。
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

期　別
　
区　分

第65期

( 18.４.１
19.３.31 )

第66期

( 19.４.１
20.３.31 )

第67期

( 20.４.１
21.３.31 )

第68期

( 21.４.１
22.３.31 )

　 百万円 百万円 百万円 百万円
受 注 工 事 高 116,166 126,523 133,994 120,894

　 百万円 百万円 百万円 百万円
完 成 工 事 高 112,446 122,397 123,859 122,679

　 百万円 百万円 百万円 百万円
当 期 純 利 益 2,102 2,569 3,663 4,577

　 円 円 円 円
１株当たりの当期純利益 34.03 41.62 59.38 74.26

　 百万円 百万円 百万円 百万円
総 資 産 130,586 128,705 132,423 142,695

　 百万円 百万円 百万円 百万円
純 資 産 63,768 62,784 63,156 68,135

（注）１．１株当たりの当期純利益は、各期の期中平均発行済株式総数に基づき算出しておりま

す。

２．不動産の賃貸・管理等は、「受注工事高」には金額が含まれておりません。

３．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

４．消費税等抜きで表示しております。

　

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社との関係

　該当事項はありません。

　

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容

　 百万円 ％ 　

Ｎ Ｄ Ｋ 総 合 サ ー ビ ス ㈱ 80 100.0
電気機器・材料の販売及び
不動産の賃貸、仲介、管理
等

Ｎ Ｄ Ｋ イ ッ ツ ㈱ 40 100.0 ソフトウェアの開発等

東日本電気エンジニアリング㈱ 97 66.7
電気・通信設備の検査、修
繕、工事請負
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(4) 対処すべき課題

　今後の見通しは、海外経済の改善や政府の緊急経済対策を始めとする政策

の効果などを背景に、景気の持ち直し傾向が続くことが期待されるものの、

雇用情勢の悪化やデフレの影響など景気を下押しするリスクは残るものと思

われます。当建設業界においては、民間設備投資の設備過剰感が依然として

高く、公共投資についても低調に推移し、厳しい状況が続くものと想定して

おります。

　このような状況の中で、鉄道電気工事部門については、安全・安定輸送に

寄与するための安全レベルの向上に努め、最大の得意先である東日本旅客鉄

道株式会社の経営構想に対応しうる体制の整備を推進するとともに、ＪＲ各

社、鉄道・運輸機構、公営鉄道、民営鉄道及びモノレールなどにも積極的な

営業活動を展開し、受注の拡大に努めてまいります。

　一般電気工事部門については、駅再開発関連等への営業を推進するととも

に、環境に配慮した省エネ等のリニューアル提案を始めとした積極的な営業

展開を行い、お客様のご要望にお応えできる当社独自の特徴ある提案の実施

や新規分野への展開も含めた営業体制の強化を図り、受注の確保に努めてま

いります。

　情報通信工事部門については、テレビ放送の地上デジタル化に伴う改修工

事、ネットワークインフラ構築工事及びＷⅰＭＡＸ（次世代高速無線通信）

を始めとした移動体通信基地局建設工事などを受注するため積極的な営業を

全社展開するとともに、低価格で高品質な施工の推進を図ります。

　当社は、このように全社を挙げて営業活動を展開して受注の拡大に全力を

傾注し、安全と品質の確保に努め、コスト競争力の創成、新規事業の開発及

び人材育成を推進し、業績の向上に鋭意努力する所存であります。

　株主の皆様におかれましては、今後とも、一層のご理解とご支援を賜りま

すようお願い申し上げます。

　

(5) 主要な事業内容（平成22年３月31日現在）

　当社は建設業法により特定建設業者（（特－21）第2995号）及び一般建設

業者（（般－21）第2995号）として国土交通大臣の許可を受け、電車線路工

事、発変電工事、送電線工事、電灯電力工事、信号工事、情報通信設備工事、

建築電気設備工事、暖冷房・空気調和設備工事、給排水・衛生設備工事なら

びに計装工事の設計・施工をしております。
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(6) 主要な営業所（平成22年３月31日現在）

　本店 東京都台東区池之端一丁目２番23号

　支店

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

鉄 道 統 括 本 部 東 京 都 東 北 支 店 仙 台 市

営 業 統 括 本 部 東 京 都 中 部 支 店 名 古 屋 市

情 報 通 信 本 部 東 京 都 西 日 本 統 括 本 部 大 阪 市

東 京 支 店 東 京 都 大 阪 支 店 大 阪 市

横 浜 支 店 横 浜 市 中 国 支 店 広 島 市

東 関 東 支 店 千 葉 市 四 国 支 店 高 松 市

北 関 東 支 店 さ い た ま 市 九 州 支 店 福 岡 市

北 海 道 支 店 札 幌 市 関 連 事 業 本 部 東 京 都

　

(7) 使用人の状況（平成22年３月31日現在）

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

2,073名 30名 42.4歳 14.6年

（注）　使用人数は就業人員数（社外への出向者297名を除き、社外からの出向者52名を含む）で

記載しております。

　

(8) 主要な借入先の状況（平成22年３月31日現在）

　該当する事項はありません。

　

(9) その他会社の現況に関する重要な事項

　該当する事項はありません。
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２．株式の状況（平成22年３月31日現在）
(1) 発行可能株式総数 198,000,000株

　

(2) 発行済株式の総数 65,337,219株

　

(3) 株主数 4,645名

　

(4) 大株主

株 主 名
当 社 へ の 出 資 状 況

持 株 数 出 資 比 率

　 千株 ％
東 日 本 旅 客 鉄 道 株 式 会 社 6,791 11.0

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト
信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ）

3,584 5.8

日 本 コ ン ク リ ー ト 工 業 株 式 会 社 3,040 4.9

みずほ信託銀行株式会社　退職給付信託　みずほ銀行口
再信託受託者　資産管理サービス信託銀行株式会社

3,031 4.9

日 本 電 設 工 業 共 済 会 2,998 4.9

Ｎ Ｄ Ｋ グ ル ー プ 従 業 員 持 株 会 2,593 4.2

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス
信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ）

1,724 2.8

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 1,522 2.5

み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社 1,262 2.0

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（退職給付信託口・日本コンクリート工業株式会社口）

1,041 1.7

（注）１．持株数は千株未満の端数を切り捨てて表示しております。

２．出資比率は自己株式（3,698,952株）を控除して計算しております。

　

３．新株予約権等の状況
(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状

況（平成22年３月31日現在）

　該当する事項はありません。

　

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権

の状況

　該当する事項はありません。
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４．会社役員の状況

(1) 取締役及び監査役の状況（平成22年３月31日現在）

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 井 上 　 健 　

代 表 取 締 役 専 務 江　川　健太郎 社長補佐（全般）

常 務 取 締 役 柴 田 広 美 関連事業、監査、財務、人事、総務、ＣＳＲ担当

常 務 取 締 役 田 中 　 均 経営企画本部長

取 締 役 澤　本　尚　志 東日本旅客鉄道株式会社執行役員鉄道事業本部電気ネットワーク部長

常 勤 監 査 役 結 城 明 泰 大同信号株式会社監査役　

監 査 役 山 下 俊 六 　

監 査 役 佐 々 　 亨 東日本旅客鉄道株式会社監査部長　

監 査 役 東 　 聖 高 　

（注）１．取締役澤本尚志は、社外取締役であります。

２．監査役山下俊六、佐々　亨及び東　聖高は、社外監査役であります。

３．取締役北原文夫及び市村栄真は、平成21年６月26日開催の第67期定時株主総会終結の

時をもって、任期満了により退任いたしました。　

４．監査役土田　洋は、平成21年６月26日開催の第67期定時株主総会終結の時をもって、

辞任により退任いたしました。
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(2) 取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

　 名 百万円
取 締 役
（う　 ち　 社　 外　 取　 締　 役）

７
(１)

 141
    (２)

監 査 役
（う　 ち　 社　 外　 監　 査　 役）

５
(４)

34
(15)

合 計 12 176

（注）１．上記には、平成21年６月26日開催の第67期定時株主総会終結の時をもって退任いたし

ました取締役２名及び社外監査役１名を含んでおります。

２．取締役の報酬限度額は、平成19年６月22日開催の第65期定時株主総会において年額３

億円以内と決議いただいております。

３．監査役の報酬限度額は、平成19年６月22日開催の第65期定時株主総会において年額

9,600万円以内と決議いただいております。

４．上記の報酬等の総額には、以下のものが含まれております。

・当事業年度中に費用処理した役員賞与引当金24百万円（取締役５名（うち社外取締役

１名））。

・当事業年度中に費用処理した役員退職慰労引当金40百万円（取締役７名（うち社外取

締役１名）に対し36百万円、監査役５名（うち社外監査役４名）に対し４百万円）。

５．上記のほか、平成21年６月26日開催の第67期定時株主総会決議に基づき、役員退職慰

労金を退任取締役に対して73百万円、退任社外監査役に対して４百万円支給しており

ます。
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(3) 社外役員に関する事項

①　他の法人等との兼任状況（他の法人等の業務執行者である場合）及び当
社と当該他の法人等との関係

　取締役澤本尚志は、東日本旅客鉄道株式会社の執行役員鉄道事業本部電
気ネットワーク部長を兼務しております。なお、東日本旅客鉄道株式会社
は当社の大株主であり、得意先であります。
　監査役佐々　亨は、東日本旅客鉄道株式会社の監査部長を兼務しており
ます。なお、東日本旅客鉄道株式会社は当社の大株主であり、得意先であ
ります。

　
②　他の法人等の社外役員の兼任状況
　該当する事項はありません。

　

③　当事業年度における主な活動状況

氏 名 地 位 主 な 活 動 状 況

澤 本 尚 志 取 締 役
当期に開催した取締役会12回中８回に出席し、取締役会の意思決定
の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。

山 下 俊 六 監 査 役
当期に開催した取締役会12回全てに、監査役会14回全てに出席し、
取締役会、監査役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための
助言・提言を行っております。

佐 々 　 亨 監 査 役
当期に開催した取締役会12回全てに、監査役会14回全てに出席し、
取締役会、監査役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための
助言・提言を行っております。

東 　 聖 高 監 査 役
平成21年６月26日就任後に開催した取締役会９回全てに、監査役会
９回全てに出席し、取締役会、監査役会の意思決定の妥当性・適正
性を確保するための助言・提言を行っております。

　
④　責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外役員は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423

条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しております。
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執行役員

　取締役会を経営方針・戦略の意思決定機関ならびに業務執行の監督を行う

機関として位置づけ、経営機能と業務執行を分離することにより、効率的な

経営の実現と競争力の強化を目指すため、執行役員制度を導入しております。

　平成22年３月31日現在の執行役員は、以下のとおりであります。

会 社 に お け る 地 位 及 び 担 当 氏 名

上 席 執 行 役 員 西日本統括本部長 村 上 秀 一

上 席 執 行 役 員 営業統括本部長　 諸 橋 正 二

上 席 執 行 役 員 鉄道統括本部長 大 澤 光 雄

執 行 役 員 営業統括本部副本部長 山 崎 　 勉

執 行 役 員 中部支店長 圓 鍔 　 勝

執 行 役 員 鉄道統括本部副本部長 永 島 　 潔

執 行 役 員 東北支店長 吉 川 義 一

執 行 役 員 北海道支店長 松 田 康 明

執 行 役 員 九州支店長 昆 　 吉 德

執 行 役 員 鉄道統括本部副本部長 山 田 　 孝

執 行 役 員 事業開発本部副本部長 今 浦 良 夫

執 行 役 員 営業統括本部東京支店長 金 井 　 勇

執 行 役 員 情報通信本部長 廣 川 純 夫

執 行 役 員 事業開発本部長 田 嶋 憲 章

執 行 役 員 中央学園長 城 處 享 弘

執 行 役 員 大阪支店長 清 原 康 夫

執 行 役 員 鉄道統括本部副本部長 祢 津 定 重

執 行 役 員 営業統括本部副本部長 神 山 博 文

執 行 役 員 鉄道統括本部副本部長 上 條 恵 司
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５．会計監査人の状況
(1) 名　　　称 監査法人青柳会計事務所
　
(2) 報酬等の額

　 支 払 額

　 百万円
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 29

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財
産上の利益の合計額

31

（注）　当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に

基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、

当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　
(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ
ると判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、または、監査役会の請
求に基づいて、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会議の目的とす
ることといたします。
　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当す
ると認められる場合は、監査役全員の合意に基づき監査役会が、会計監査人
を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に
招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を
報告いたします。
　

６．業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ
の他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下
のとおりであります。
(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　取締役が法令及び定款等を順守した行動をとるための行動規範として法令
順守規程を定めこれを周知する。
　

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　文書取扱規程に従い、取締役会議事録を始めとした取締役の職務の執行に
係る文書の作成、保存及び管理を適切に行う。
　

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　危機管理規程を制定し、当社で起こりうる危機を定義するとともに危機の
発生またはそのおそれがある場合の取締役及び監査役への速報義務と速報体
制及び対策本部の設置ならびに社外対応等を定め、これを周知することによ
り損失の危険を管理する。
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(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　特定の事業部門ごとに責任を持つ執行役員への権限委譲を行うため執行役
員制度を導入するとともに経営に関する重要事項を審議する機関として経営
会議を設置し、執行体制の充実を図る。
　

(5) 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　使用人が法令、定款等を順守した行動をとるための行動規範として法令順
守規程を定めこれを周知する。また、使用人が法令順守規程に違反した場合
には就業規則に則り適切に対処する。
　

(6) 会社ならびに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確
保するための体制

　当社は子会社に取締役または取締役・監査役を派遣し、それぞれの立場か
ら業務の適正を確保するための提言等を行う。また、子会社社長会を開催し
当社経営方針等の伝達及び意見交換を行い、当社取締役は子会社の社長から
決算報告等を受ける。なお、当社に親会社はない。
　

(7) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当
該使用人に関する事項

　内部監査部門である監査部の事務分掌事項に監査役の職務の補助を明記し、
監査役が職務の補助を求めた場合には監査部員にこれを行わせる。また、監
査役が取締役から独立した監査役の職務を補助する使用人を置くことを求め
た場合には取締役はこれに応じる。
　

(8) 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項
　監査部員は、監査役から職務の遂行に必要な事項について補助を求められ
た場合には速やかにその指示に従うものとし、当該指示事項の遂行等につい
ては取締役の指揮命令を受けない。
　

(9) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報
告に関する体制

　取締役は、法令に違反する事実及び会社に著しい損害を与えるおそれのあ
る事実を発見したときには、当該事実に関する事項を速やかに監査役に報告
する。また、監査役は取締役会及び経営会議の構成員（経営会議は常勤監査
役１名）として出席し意見を述べる。
　

(10) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　取締役は定期的に監査役と意見交換を行う場を設ける。
　

７．会社の支配に関する基本方針
　当社は当該基本方針を定めておりません。
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貸　借　対　照　表
（平成22年３月31日現在）

　

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部） 百万円 （負　債　の　部） 百万円

流 動 資 産

現 金 預 金

受 取 手 形

完 成 工 事 未 収 入 金

有 価 証 券

未 成 工 事 支 出 金

材 料 貯 蔵 品

短 期 貸 付 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

機 械 ・ 運 搬 具

工 具 器 具 ・ 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

破 産 更 生 債 権 等

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

99,155

7,463

665

52,174

5,500

26,415

8

1,352

192

2,928

2,320

190

△56

43,539

23,046

10,441

353

526

10,023

886

815

880

19,612

14,950

1,542

63

13

2,452

754

△164

流 動 負 債 　62,205

支 払 手 形 1,328

工 事 未 払 金 39,481

リ ー ス 債 務 163

未 払 金 3,002

未 払 費 用 900

未 払 法 人 税 等 3,102

未 成 工 事 受 入 金 8,587

預 り 金 316

完成工事補償引当金 125

工 事 損 失 引 当 金 2,284

賞 与 引 当 金 2,888

役 員 賞 与 引 当 金 24

固 定 負 債 12,354

リ ー ス 債 務 728

退 職 給 付 引 当 金 11,191

役員退職慰労引当金 79

そ の 他 354

負 債 合 計 74,559

（純 資 産 の 部） 　

株 主 資 本 66,231

資 本 金 8,494

資 本 剰 余 金 7,792

資 本 準 備 金 7,792

利 益 剰 余 金 51,616

利 益 準 備 金 1,386

その他利益剰余金 50,230

固定資産圧縮積立金 1,421

別 途 積 立 金 43,300

繰 越 利 益 剰 余 金 5,508

自 己 株 式 △1,672

評価・換算差額等 1,904

その他有価証券
評 価 差 額 金

1,904

純 資 産 合 計 68,135

資 産 合 計 142,695 負 債 純 資 産 合 計 142,695
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損　益　計　算　書
（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）

　
　

科 目 金 額

　 　 百万円

完 成 工 事 高 　 122,679

完 成 工 事 原 価 　 105,729

完 成 工 事 総 利 益 　 16,950

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 　 9,459

営 業 利 益 　 7,490

営 業 外 収 益 百万円 　

受 取 利 息 及 び 配 当 金 461 　

そ の 他 136 598

営 業 外 費 用 　 　

投 資 事 業 組 合 運 用 損 15 　

そ の 他 0 15

経 常 利 益 　 8,073

特 別 利 益 　 　

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 94 　

固 定 資 産 売 却 益 27 　

投 資 有 価 証 券 売 却 益 18 　

そ の 他 2 141

特 別 損 失 　 　

投 資 有 価 証 券 売 却 損 2 　

減 損 損 失 161 　

固 定 資 産 除 売 却 損 75 　

そ の 他 8 248

税 引 前 当 期 純 利 益 　 7,966

法人税、住民税及び事業税 　 3,069

法 人 税 等 調 整 額 　 319

当 期 純 利 益 　 4,577
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株主資本等変動計算書

（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）
　

単位：百万円

　

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合　　計

資本準備金 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合　　　計固 定 資 産

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益
剰 余 金

平成21年３月31日残高 8,494 7,792 1,386 1,428 40,200 4,641 47,655 △1,658 62,283

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 　 　 　 △616 △616 　 △616

当期純利益 　 　 　 　 　 4,577 4,577 　 4,577

自己株式の取得 　 　 　 　 　 　 　 △13 △13

固定資産圧縮積
立 金 の 積 立

　 　 　 10 　 △10 － 　 －

固定資産圧縮積
立 金 の 取 崩

　 　 　 △17 　 17 － 　 －

別途積立金の
積 立

　 　 　 　 3,100 △3,100 － 　 －

株主資本以外の項目
の 事 業 年 度 中 の
変 動 額 （ 純 額 ）

　 　 　 　 　 　 　 　 　

事業年度中の変動額合計 － － － △6 3,100 867 3,961 △13 3,947

平成22年３月31日残高 8,494 7,792 1,386 1,421 43,300 5,508 51,616 △1,672 66,231

　
評価･換算差額等

純資産合計
　 　 　 　

その他有価証券
評 価 差 額 金

　 　 　 　

平成21年３月31日残高 873 63,156 　 　 　 　

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 △616 　 　 　 　

当期純利益 　 4,577 　 　 　 　

自己株式の取得 　 △13 　 　 　 　

固定資産圧縮積
立 金 の 積 立

　 － 　 　 　 　

固定資産圧縮積
立 金 の 取 崩

　 － 　 　 　 　

別途積立金の
積 立

　 － 　 　 　 　

株主資本以外の項目
の 事 業 年 度 中 の
変 動 額 （ 純 額 ）

1,031 1,031 　 　 　 　

事業年度中の変動額合計 1,031 4,978 　 　 　 　

平成22年３月31日残高 1,904 68,135 　 　 　 　



2010/05/21 18:41:32 ／ 09600583_日本電設工業株式会社_招集通知

個別注記表

－ 18 －

個　別　注　記　表
　
Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準及び評価方法
(1）有価証券

関係会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法
(2）たな卸資産

未成工事支出金 個別法による原価法
材料貯蔵品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）
　　
２．重要な減価償却資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法
ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（附属設備を除く）については、定額法　
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっ
ておりますが、軌陸車についての耐用年数は、12年としております。　
（追加情報）
　当社は、車両運搬具のうち軌陸車については、経済的使用期間により耐用年数を12
年に延長しました。これは、従来のリース契約中心の投資から自社保有に変更したこ
とを契機に償却方法を検討した結果、経済的使用期間に即した耐用年数に基づき適正
に期間損益計算を行うという観点から実施したものであります。
　これにより営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は、それぞれ53百万円増加し
ております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ
いております。

(3) リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

　
３．重要な引当金の計上基準
(1）貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に債権の回収可能性を勘案し、
回収不能見込額を計上しております。

(2）完成工事補償引当金 完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当事業年
度の完成工事高に対し、過去の完成工事に係る補償額の
実績を基に将来の発生見込額を加味して計上しておりま
す。

(3）工事損失引当金 受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末
における手持受注工事のうち、損失が確実視されその金
額を合理的に見積もることができる工事について、損失
見込額を計上しております。

(4）賞与引当金 従業員に支給する賞与に備えるため、当事業年度に対応
する支給見込額を計上しております。

(5）役員賞与引当金 役員に支給する賞与に備えるため、当事業年度に対応す
る支給見込額を計上しております。

(6）退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における
退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお
ります。

　 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（10年）による定額法により、費用
を減額処理しております。
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　 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業
員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による
定率法により、発生の翌事業年度から費用処理しており
ます。

(7）役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づき計
算した当事業年度末における支給基準の100％相当額を計
上しております。

　
４．収益の計上基準
  当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工事
進行基準を適用し、その他の工事契約については、工事完成基準を適用しております。
　なお、工事進行基準を適用する工事の当事業年度末における進捗度の見積りは、原価比例
法によっております。

　
５．消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。

　
６．計算書類の作成のための基本となる重要な事項の変更
(1）工事契約に関する会計基準の適用
　　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりました
　が、当事業年度より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月
　27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平
　成19年12月27日）が適用されたことに伴い、当事業年度に着手した工事契約から当事業年
　度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工
　事の進捗度の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用して
　おります。
　　なお、平成21年３月31日以前に着手した工事契約については工事完成基準を引き続き適
　用しております。

従来の方法によった場合と比べ、これによる完成工事高は479百万円増加し、営業利益、
経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ97百万円増加しております。

　　(2）退職給付引当金に関する会計基準の適用
　　　　当事業年度より、「「退職給付に係る会計基準」の一部改正(その３)」(企業会計基準
　　　第19号　平成20年７月31日）を適用しております。　　　　　　　
　　　　なお、これによる損益に与える影響はありません。
　
Ⅱ．貸借対照表に関する注記　
　１．担保に供している資産及び担保に係る債務 　
　　　投資有価証券 21百万円
　　　ＰＦＩ４事業に関する事業会社（ＳＰＣ）の借入金 48,530百万円
　
　２．有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　  16,188百万円
　
　３．関係会社に対する金銭債権・金銭債務  　

　　　関係会社に対する短期金銭債権  1,416百万円　

　　　関係会社に対する長期金銭債権  3百万円　

　　　関係会社に対する短期金銭債務  3,894百万円　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
Ⅲ．損益計算書に関する注記
　関係会社との取引高  　

　　関係会社との営業取引高  　

　　　完成工事高のうち関係会社に対する売上高 605百万円　

　　　完成工事原価のうち関係会社からの仕入高  15,924百万円　

　　関係会社との営業取引以外の取引高 141百万円　
　　
Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
普通株式 3,698,952株
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Ⅴ．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 繰延税金資産 百万円　
　 貸倒引当金 75　
　 未払事業税 243　
　 工事損失引当金 925　
　 賞与引当金 1,169　
　 退職給付引当金 4,532　
　 その他 858　

　 繰延税金資産小計 7,804　

　 評価性引当額 △123　
　 繰延税金資産合計 7,681　
　
　 繰延税金負債 　　
　 固定資産圧縮積立金 △967　
　 前払年金費用 △35　
　 その他有価証券評価差額金 △1,296　

　 繰延税金負債合計 △2,299　
　 　 　　
　 繰延税金資産の純額 5,381　
　
Ⅵ．リースにより使用する固定資産に関する注記
１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容

ア．有形固定資産

軌陸車（車両運搬具）等であります。

イ．無形固定資産

ソフトウェアであります。

(2) リース資産の減価償却の方法

　Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記　２．重要な減価償却資産の減価償却の方
法　(3) リース資産に記載のとおりであります。

　　

２．所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日
　　以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお
　　り、その内容は次のとおりであります。
(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

単位：百万円

　 取 得 価 額 相 当 額 減価償却累計額相当額 期 末 残 高 相 当 額

機 械 ・ 運 搬 具 2,234 1,447 786

工 具 器 具 ・ 備 品 41 30 10

その他無形固定資産 47 37 9

合 計 2,322 1,515 806
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(2) 未経過リース料期末残高相当額

　 １年内 319百万円　

　 １年超 487百万円　

　 合計 806百万円　

（注）取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有
形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定してお
ります。

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額
　　 支払リース料 383百万円　

　 減価償却費相当額 383百万円　
(4) 減価償却費相当額の算定方法
　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　
Ⅶ．関連当事者との取引に関する注記

親会社及び法人主要株主等

属 性 会社等の名称

議 決 権 等
の 所 有
( 被 所 有 )
割 合 ( ％ )

関 連 当 事 者
と の 関 係

取 引 内 容
取引金額
(百万円)

科　目
期 末 残 高
( 百 万 円 )

法人主
要株主

東日本旅客鉄道㈱
（被所有）直接

11.2
電 気 設 備
工 事 の 請 負

電 気 設 備
工 事 の 請 負

59,121
完 成 工 事
未 収 入 金

28,842

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等
　　　　　が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等
　電気設備工事の請負については、見積書を提出し、市場価格等を勘案した適正な価格
　により工事請負契約を締結しております。

　
Ⅷ．１株当たり情報に関する注記
１．１株当たりの純資産額 1,105円40銭
２．１株当たりの当期純利益 74円26銭
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会計監査人監査報告書

　 独立監査人の監査報告書 　

　 平成22年５月12日　

　日本電設工業株式会社 　

　 取締役会　御中 　

　 監査法人　青柳会計事務所 　

　

代 表 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 本 間 哲 也 ㊞

業 務 執 行 社 員 公認会計士 武 藤 紀 夫 ㊞
　

　

　　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日本電設工業

株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第68期事業年度の

計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び

個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。この計算書類及び

その附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属

明細書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め

ている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及び

その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の計算書類及びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査

法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ

の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

　

　追記情報

　　重要な会計方針に係る事項に関する注記に記載されているとおり、会社

　は当事業年度から「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　

　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業

　会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を適用している。

　　　　　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　上

　



2010/05/21 18:41:32 ／ 09600583_日本電設工業株式会社_招集通知

監査役会監査報告書

－ 23 －

監査役会監査報告書

　 監　査　報　告　書 　

　　当監査役会は、平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第68期事業

年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ

き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

　

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から

その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、

職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通

を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会そ

の他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、

本店及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会

社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役

会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システ

ム）の状況を監視及び検証いたしました。

　子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の

交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方

法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検

討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施し

ているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、これらに基づき当該事

業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書

及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。なお、

会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」

（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基

準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通

知を受けました。
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　２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する取締役の職務の執行に

ついても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人監査法人青柳会計事務所の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。

　

　 平成22年５月18日 　

　 日本電設工業株式会社　監査役会 　

　

常 勤 監 査 役 結 城 明 泰 ㊞

監 査 役 山 下 俊 六 ㊞

監 査 役 佐 々 　 亨 ㊞

監 査 役 東 　 聖 高 ㊞
　

（注）　監査役山下俊六、監査役佐々　亨および監査役東　聖高は、会社法第２条第16号お

よび第335条第３項に定める社外監査役であります。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成22年３月31日現在）

　

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

　 百万円 　 百万円

流 動 資 産

現 金 預 金

受取手形・完成工事未収入金等

有 価 証 券

未 成 工 事 支 出 金 等

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

機械、運搬具及び工具器具備品

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

114,539

13,262

62,525

5,500

27,064

3,460

2,840

△113

55,371

29,245

28,796

5,339

11,980

1,041

1,254

△19,168

2,913

23,213

19,212

3,053

1,111

△164

流 動 負 債 68,976

支払手形・工事未払金等 45,018

未 払 法 人 税 等 4,090

未 成 工 事 受 入 金 8,587

完成工事補償引当金 125

工 事 損 失 引 当 金 2,284

賞 与 引 当 金 3,833

役 員 賞 与 引 当 金 49

そ の 他 4,988

固 定 負 債 13,752

退 職 給 付 引 当 金 12,332

役員退職慰労引当金 204

そ の 他 1,216

負 債 合 計 82,729

株 主 資 本 79,701

資 本 金 8,494

資 本 剰 余 金 7,792

利 益 剰 余 金 65,101

自 己 株 式 △1,685

評価・換算差額等 2,008

その他有価証券
評 価 差 額 金

2,008

少 数 株 主 持 分 5,471

純 資 産 合 計 87,182

資 産 合 計 169,911 負 債 純 資 産 合 計 169,911
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連 結 損 益 計 算 書
（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）

　
　

科 目 金 額

　 　 百万円

完 成 工 事 高 　 155,256

完 成 工 事 原 価 　 132,151

完 成 工 事 総 利 益 　 23,105

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 　 12,221

営 業 利 益 　 10,884

営 業 外 収 益 百万円 　

受 取 利 息 38 　

受 取 配 当 金 427 　

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 370 　

そ の 他 242 1,079

営 業 外 費 用 　 　

投 資 事 業 組 合 運 用 損 15 　

そ の 他 0 16

経 常 利 益 　 11,947

特 別 利 益 　 　

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 94 　

固 定 資 産 売 却 益 27 　

投 資 有 価 証 券 売 却 益 18 　

そ の 他 2 142

特 別 損 失 　 　

投 資 有 価 証 券 売 却 損 2 　

減 損 損 失 191 　

固 定 資 産 除 売 却 損 246 　

そ の 他 10 450

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 　 11,639

法人税、住民税及び事業税 　 4,541

法 人 税 等 調 整 額 　 212

法 人 税 等 合 計 　 4,753

少 数 株 主 利 益 　 585

当 期 純 利 益 　 6,300
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連結株主資本等変動計算書

（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）
　

単位：百万円

　
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成21年３月31日残高 8,494 7,792 59,417 △1,672 74,032

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　

剰 余 金 の 配 当 　 　 △616 　 △616

当 期 純 利 益 　 　 6,300 　 6,300

自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 △13 △13

持分法適用会社増加
に 伴 う 変 動 額

　 　 △0 　 △0

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

　 　 　 　 　

連結会計年度中の変動額合計 － － 5,683 △13 5,669

平成2 2年３月31日残高 8,494 7,792 65,101 △1,685 79,701

　

評 価 ・ 換 算 差 額 等

少数株主持分 純資産合計そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

平成21年３月31日残高 895 4,864 79,791

連結会計年度中の変動額 　 　 　

剰 余 金 の 配 当 　 　 △616

当 期 純 利 益 　 　 6,300

自 己 株 式 の 取 得 　 　 △13

持分法適用会社増加
に 伴 う 変 動 額

　 　 △0

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

1,113 607 1,720

連結会計年度中の変動額合計 1,113 607 7,390

平成2 2年３月31日残高 2,008 5,471 87,182
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連　結　注　記　表
　
Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
１．連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社　　　３社

ＮＤＫ総合サービス㈱、ＮＤＫイッツ㈱、東日本電気エンジニアリング㈱
(2) 非連結子会社　　13社

ＮＤＫ電設㈱、ＮＤＫ設備設計㈱、ＮＤＫアールアンドイー㈱、日本電設電車線工事㈱、
日本電設電力工事㈱、日本電設信号工事㈱、日本電設通信工事㈱、ＮＤＫ西日本電設㈱、
㈱東電、トキワ電気工業㈱、八重洲電機工事㈱、大栄電設工業㈱、日本架線工業㈱
非連結子会社について連結の範囲から除いた理由
非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持
分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重
要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。

　
２．持分法の適用に関する事項
(1) 持分法適用会社

非連結子会社　　９社
ＮＤＫ電設㈱、ＮＤＫ設備設計㈱、ＮＤＫアールアンドイー㈱、日本電設電車線工事㈱、
日本電設電力工事㈱、日本電設信号工事㈱、日本電設通信工事㈱、㈱東電、トキワ電気
工業㈱
なお、㈱東電については、重要性が増加したことから、当連結会計年度より持分法の適
用範囲に含めております。　
関連会社　　　　１社
㈱新陽社

(2) 持分法非適用会社
非連結子会社　　４社
ＮＤＫ西日本電設㈱、八重洲電機工事㈱、大栄電設工業㈱、日本架線工業㈱
関連会社　　　　３社
日本鉄道電気設計㈱、永楽電気㈱、㈱三工社
持分法非適用会社についてその適用をしない理由
上記の持分法非適用の非連結子会社及び関連会社は、それぞれ当期純損益及び利益剰
余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適
用から除外しております。

　
３．連結子会社の決算日等に関する事項
　連結子会社の決算日は、連結決算日と同一であります。

　
４．会計処理基準に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券

その他有価証券
時価のあるもの 連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法
②　たな卸資産

未成工事支出金 個別法による原価法
材料貯蔵品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法
ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（附属設備を除く）については、定額法
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によ
っておりますが、軌陸車についての耐用年数は12年としております。
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（追加情報）
　当社は、車両運搬具のうち軌陸車については、経済的使用期間により耐用年数を
12年に延長しました。これは、従来のリース契約中心の投資から自社保有に変更し
たことを契機に償却方法を検討した結果、経済的使用期間に即した耐用年数に基づ
き適正に期間損益計算を行うという観点から実施したものであります。
　これにより営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益は、それぞれ53百万
円増加しております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）
定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基
づいております。

③　リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

(3) 重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に債権の回収可能性を
勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　完成工事補償引当金 完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当連結
会計年度の完成工事高に対し、過去の完成工事に係る
補償額の実績を基に将来の発生見込額を加味して計上
しております。

③　工事損失引当金 受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計
年度末における手持受注工事のうち、損失が確実視さ
れその金額を合理的に見積もることができる工事につ
いて、損失見込額を計上しております。

④　賞与引当金 従業員に支給する賞与に備えるため、当連結会計年度
に対応する支給見込額を計上しております。

⑤　役員賞与引当金 役員に支給する賞与に備えるため、当連結会計年度に
対応する支給見込額を計上しております。

⑥　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末に
おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計
上しております。

　 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（10年）による定額法により、
費用を減額処理しております。

　 数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時におけ
る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）
による定率法により、発生の翌連結会計年度から費用
処理しております。

　 なお、一部の連結子会社は発生した連結会計年度に一
括費用処理しております。

⑦　役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づき
計算した当連結会計年度末における支給基準の100％相
当額を計上しております。

(4) 収益の計上基準
　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約について
は工事進行基準を適用し、その他の工事契約については、工事完成基準を適用しておりま
す。
　なお、工事進行基準を適用する工事の当連結会計年度末における進捗度の見積りは、原
価比例法によっております。　

(5) 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。

　
５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
　連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法によっております。
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６．のれん及び負ののれんの償却に関する事項
　負ののれんは発生年度以降５年間で均等償却しております。
　

７．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項の変更
(1) 工事契約に関する会計基準の適用
　　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりました
　が、当連結会計年度より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年
　12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号
　　平成19年12月27日）が適用されたことに伴い、当連結会計年度に着手した工事契約から
　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事
　進行基準（工事の進捗度の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基
　準を適用しております。
　　なお、平成21年３月31日以前に着手した工事契約については工事完成基準を引き続き適
　用しております。
　従来の方法によった場合と比べ、これによる完成工事高は479百万円増加し、営業利益、
経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ97百万円増加しております。

(2) 退職給付引当金に関する会計基準の適用
　　当連結会計年度より、「「退職給付に係る会計基準」の一部改正(その３)」(企業会計
　基準第19号　平成20年７月31日)を適用しております。　　　　　　　　　　　　　　　　
　　なお、これによる損益に与える影響はありません。
　

Ⅱ．連結貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産及び担保に係る債務

　　　　投資有価証券　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　21百万円
　　　　ＰＦＩ４事業に関する事業会社（ＳＰＣ）の借入金　　　48,530百万円
　
２．差入保証金の代用として差入れている資産

　　　　投資有価証券　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10百万円
　　　
Ⅲ．連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度末における発行済株式数の種類及び総数

　普通株式 65,337,219株
　
　２．配当に関する事項
 （1）配当金支払額等

平成21年６月26日の定時株主総会において、次のとおり決議されております。
普通株式の配当に関する事項
配当金の総額 616百万円
１株当たり配当額 10円
基準日 平成21年３月31日
効力発生日 平成21年６月29日

　 （2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
平成22年６月25日開催予定の定時株主総会において、次の議案を付議する予定であり
ます。
普通株式の配当に関する事項
配当金の総額 739百万円
配当の原資 利益剰余金
１株当たり配当額 12円
基準日 平成22年３月31日
効力発生日 平成22年６月28日
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Ⅳ.金融商品に関する注記
　１.金融商品の状況に関する事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　当社グループは、資金運用については安全性の高い金融商品に限定しております。ま
　　た、資金調達については銀行等金融機関からの借入による方針としておりますが、当連結
　　会計年度においては内部資金で賄えております。　
　　　受取手形・完成工事未収入金等は、債権管理規程に沿ってリスクの低減を図っておりま
　　す。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の
　　把握を行っております。
　　　なお、デリバティブに該当する取引は行っておりません。　

　　　　
　２.金融商品の時価等に関する事項
　　　平成22年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれ
　　らの差額については、次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 
連 結 貸 借 対 照 表
計 上 額 ( * )

時 価 ( * ) 差 額

(1) 現金預金 13,262 13,262 －

(2) 受取手形・
　　完成工事未収入金等

62,525 62,525 －

(3) 有価証券 5,500 5,500 －

(4) 投資有価証券
　　その他有価証券

13,908 13,908 －

(5) 支払手形・
　　工事未払金等

　　　（45,018） （45,018） －

　(＊)負債に計上されているものについては、( )で示しております。
　
　(注１)金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

（1）現金預金及び（2）受取手形・完成工事未収入金等
　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
　　　額によっております。　

（3）有価証券　
　　　　これらは国内譲渡性預金であり、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等し
　　　いことから、当該帳簿価額によっております。
　　（4）投資有価証券　
　　　　これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は
　　　取引金融機関から提示された価格によっております。

（5）支払手形・工事未払金等　　　
　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
　　　額によっております。
　(注２)非上場株式等(連結貸借対照表計上額2,119百万円)は、市場価格がなく、かつ将来キャ
　　　ッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められる
　　　ため、「(4)投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。　
　
Ⅴ.１株当たり情報に関する注記
１.１株当たりの純資産額 1,326円54銭
２.１株当たりの当期純利益 102円27銭
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連結計算書類に係る会計監査人監査報告書

　 独立監査人の監査報告書 　

　 平成22年５月12日　

　日本電設工業株式会社 　

　 取締役会　御中 　

　 監査法人　青柳会計事務所 　

　

代 表 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 本 間 哲 也 ㊞

業 務 執 行 社 員 公認会計士 武 藤 紀 夫 ㊞
　

　

　　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、日本電設工業株式会

社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結計算

書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計

算書及び連結注記表について監査を行った。この連結計算書類の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に対する意

見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、

試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並び

に経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の

表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表

明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、日本電設工業株式会社及び連結子会

社から成る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

　追記情報

　　連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記に記載さ

　れているとおり、会社は当連結会計年度から「工事契約に関する会計基

　準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する

　会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27

　日）を適用している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　上
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連結計算書類に係る監査役会監査報告書

　 連結計算書類に係る監査報告書 　

　　当監査役会は平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第68期事業年

度に係る連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等

変動計算書及び連結注記表）に関して、各監査役が作成した監査報告書に基

づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

　

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から

その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、連結

計算書類について取締役及び使用人等から報告を受け、必要に応じて説明

を求めました。また、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監

査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職

務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、当該事業年

度に係る連結計算書類について検討いたしました。

　なお、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するた

めの体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品

質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備してい

る旨の通知を受けました。

　

２．監査の結果

　会計監査人監査法人青柳会計事務所の監査の方法及び結果は相当である

と認めます。

　

　

　 平成22年５月18日 　

　 日本電設工業株式会社　監査役会 　

　

常 勤 監 査 役 結 城 明 泰 ㊞

監 査 役 山 下 俊 六 ㊞

監 査 役 佐 々 　 亨 ㊞

監 査 役 東 　 聖 高 ㊞
　
（注）　監査役山下俊六、監査役佐々　亨および監査役東　聖高は、会社法第２条第16号お

よび第335条第３項に定める社外監査役であります。

　

以　上
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株主総会参考書類
　

第１号議案　剰余金処分の件

　当期の株主配当金及びその他の剰余金の処分については、当期の業績及び今後

の経営環境等を勘案し、次のとおりとしたいと存じます。

　当社としましては、今後も企業体質の強化と新たな事業展開に向けての内部留

保にも意を用いながら、株主の皆様により一層報いることができますよう業績向

上への努力を続けてまいる所存でございます。

１．期末配当に関する事項

(1) 配当財産の種類

　金銭といたします。

(2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき前期比２円増配し金12円としたいと存じます。

　なお、この場合の配当総額は739,659,204円となります。

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

　平成22年６月28日としたいと存じます。

２．その他の剰余金の処分に関する事項

(1) 増加する剰余金の項目及びその額

別途積立金 3,800,000,000円

(2) 減少する剰余金の項目及びその額

繰越利益剰余金 3,800,000,000円
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第２号議案　取締役１名選任の件

　取締役澤本尚志氏は、本総会終結の時をもって取締役を辞任されますので、補

欠として取締役１名の選任をしたいと存じます。

　なお、本総会において選任された取締役の任期は、当社定款第23条の規定によ

り在任取締役の任期の満了する時までとなります。　

　取締役候補者は次のとおりであります。

　取締役候補者

氏 名
(生  年  月  日 )

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 　 要 　 な 　 兼 　 職 　 の 　 状 　 況 ）

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

土 屋 忠 巳

(昭和28年９月９日生)

昭和53年４月　日本国有鉄道入社

平成17年６月　東日本旅客鉄道㈱総合企画本部経営管理部

担当部長

平成19年６月　東日本旅客鉄道㈱水戸支社長

平成20年６月　東日本旅客鉄道㈱執行役員水戸支社長　

現在に至る

0株

（注）１．候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

２．土屋忠巳氏は、社外取締役の候補者であります。

３．土屋忠巳氏を社外取締役候補者とした理由

土屋忠巳氏の東日本旅客鉄道株式会社での経験が会社経営を統括する能力に十分値す

るとの認識から、社外取締役として選任をお願いするものであります。

なお、同氏は上記の理由により、社外取締役としての職務を適切に遂行することがで

きるものと判断しました。

４．土屋忠巳氏は、東日本旅客鉄道株式会社の執行役員水戸支社長を兼務しております。

同社は当社の大株主であり、得意先であります。

　　なお、同氏は、平成22年６月23日に同社の取締役鉄道事業本部電気ネットワーク部長

に就任する予定であります。

５．土屋忠巳氏の選任が承認された場合、当社は同氏との間で会社法第427条第１項の規定

に基づき、同法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。

　

第３号議案　退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

　本総会終結の時をもって取締役を辞任される澤本尚志氏に対し、その在任中の

労に報いるため、当社における一定の基準による相当額の範囲内で退職慰労金を

贈呈することとし、その具体的金額、贈呈の時期、方法等は、取締役会にご一任

願いたいと存じます。

　退任取締役の略歴は次のとおりであります。

氏 名 略 歴

澤 本 尚 志
平成18年６月　当社取締役

現在に至る

以　上
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地図

株主総会会場ご案内図

東京都台東区池之端一丁目４番33号

東天紅上野店　平成ホール

電話　(03)3828-5111㈹
　

水上動物園
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池

不

忍
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り

弁天堂

不忍池

交番

野外
ステージ

松坂屋

天神下 春日通り

〈千代田線〉
湯島駅
１番出口

〈大江戸線〉
上野御徒町駅

〈銀座線〉

上野広小路

マクドナルド

Ｊ
Ｒ
上
野
駅

御
徒
町
駅

中

央

通

り

京
成
上
野
駅

至
東
京

東天紅
上野店

平成ホール

日本電設工業㈱
ＮＤＫ第二池之端ビル

上野広小路駅
Ａ３番出口

　
Ｊ　　　Ｒ　上野駅しのばず口　　　　　　　　　　徒歩13分

　　　　　　御徒町駅北口　　　　　　　　　　　　徒歩10分

私　　　鉄　京成線・京成上野駅　　　　　　　　　徒歩10分

地　下　鉄　千代田線・湯島駅（１番出口）　　　　徒歩３分

　　　銀座線・上野広小路駅（Ａ３番出口）　徒歩10分

　　　大江戸線・上野御徒町駅（Ａ３番出口）徒歩10分

　

お　願　い：当日は会場周辺道路および駐車場の混雑が予想されますのでお

車でのご来場はご遠慮願います。




